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科 学 技 衛 に は 哲 学 が 必 要
?
第1研究グループ総括主任研究官 野中 郁次郎
西欧人 は、不 生 、不滅 、不変 の完全 なる存在(イ デア)を 求 めたプラ トンからデカル トに至 る哲
学的風土の中で 、真 ・善 ・美の存在 について 、日常の経験 を越 えた普遍の問 と解 を求めて きた。こ
れに対 して 日本人に とって重要なのは問 よ りは実践 であ り、人 間は思考 ・認識 の主体であ るよ りは
行為の主体 であった 。日本的認識方法 における真実在 は、不生 、不滅 、不変の存在 とい うよりは、
絶 えず移 りゆ く繊細 な変化 のプロセスにあ り、このよ うな志向は、身体(ボ デ ィ)を 通 じて獲得す
る経験知(例 えば製造 ノウハ ウ)に 傾斜 して、理性(マ イ ン ド)で展 開す る言語知 を軽視 しが ちで
あ る。この ような方法で獲得 する知識 は 、一般的な普 遍性 をもった概念 の創造や議論 を阻害す る事
にな りかねない。この ことは、高蓮な ものへの憧れ と深い反省 に基づ く自己制御 が欠如す る可能性
を示唆 してい る。真理の追求 は 、健全な る懐疑主義 、イデアへ の コミッ トメン ト、そ して高質 の体
験 のプ ロセスのなかにあるのではなか ろうか 。
日本 の科学技 術政策 の開発に際 して は、より普遍的 な哲学的基盤 を構築す る事が最重要 な課題で
ある。また、日本の リー ダーの高遠 な真理追求 への思索 ・行動 ・反省が要請 されてお り、西洋 と東
洋 の知 の方法論を発展 的に融合で きる知的 り一 ダー の育成が ますます要請 されてい ると思 う。
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1e第3回 科学技術政策研究 国際 コンファレンスの開催について(報 告)
当研究所主催 によ り、平成4年3月9日(月)か ら3月11日(水)に か けて大磯 プ リンスホテ
ルにおいて第3回 科学技術政策研究国際 コンファレンスを開催 した。
この コンフ ァレンスは、当研究所 における研究成果 の普及 、所外有識者 との意見交換を通 じた研
究活動 の高度化 、今後 の中長期的研究課題の発掘 、科学技術政 策研究 における国際的なネ ッ トワー
クの構築等 を目的 としている。
今回は、 日本 を含め16ヶ 国か ら計193名 が参加 した。今回のテー マは、"グ ローバル科学技
術政策の新 たな展望をめ ざして"(NewPerspectivesonGlobalScienceandTechnologyPolicy)
とし、世界各国 の科学技術政策研究者 がこれ まで行 って きた研究や現在手掛 けてい る研究の発表 と
討論を行 うとともに、政策立案当事者 の参加 を得て 、研究者 との意見交流 を図 った。
以下 は本 コンファレンスの結果 の要約 である。
1。3月9日 および10日 の両 日に32人 の講演者が発表 を行 った 。本講演 に関す るラポルツール
⑧レポー トは次 の通 りであ る。
緒論
本 コンフ ァレンスの目的は、科学技術政策に必要 な グローバルなものの見方 に焦点を当て ること
であ る。つ ま り、科学技術 は今や国境 を越 えて進展 してお り、科学技術政策 は グローバルな文脈 か
ら再考 され なければな らない 。これによ り、 「グローバル に展開 され る経済活動 の中で 、いかに科
学技術 が進展 し うるのか」、 「政策 はこ うした問題に対 していかな る貢献をな し得 るのだ ろうか」
とい った課題が浮かび上 がって くる。以上 を念頭 に置 き、本課題を説 明す るために提案 された優 れ
たアプロー チや分析 を正 し く理解 す るため に、コンファレンス は6つ の大 きな分野 に編成 され た。
一新 しいアプローチやモデルの構築 を目指す科 学技術政策研究
一政策手段 の有効性 を示す公共政策 に関す る研 究
一技術革新の性質 や源泉 を明 らかにする技術 革新 プロセスに関す る研究
一現在進行中 のR&Dの グ ローバル化の特徴 に着 目した国際化に関す る研究
一競争力 に係 る最近 の戦略 およびその源泉の性質を同定す るR&D戦 略に関す る研究
一一般 的な動 向お よび環境問題 について触れた科学技術 に係 る最近 の動 きに関す る研究
コンファレンスに招待 され た専門家は既存の研究を総括 し、また政策立案の視点 から、迅速 な研
究 が必要 とされ る問題点を特定す るため 、これ らの課題 について調査す るこ とが求 められ た。
ここでの 目的は、この コンファレンスで行われ た討論 や分析 の中か らい くつかの重要問題 に対 し
改めて光を当て ることに ある。
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科学技術政策研究
1。柿崎
柿崎 は、産業 にお ける研究開発活動 を産業 およびそ こでの製品の特性 について着 目し・科学
技術 と産業競争力 を科学的知識 、共通基盤技術お よび生産技術の枠組みの中で説明す るLモ デ
ルを提唱 した。
2。丹羽
丹羽 は、製造 か ら技術 、科学 および科学 的イ ンフラス トラクチ ャー に至 るステー ジへの発展
系統 を指標分析 に基 づいて体系的構造 を解 明 した。 また、この発展系統が量 と質 との ダイナ ミ
ックス ・プロセ スで共通 に説明で きる ことを示 し、科学技術発展 サイクル と名付 けた。
3.フ ァン ㊧ラー ン
フ ァンeラ ー ンは 、コー テ ィングとオプ トメカ トロニクスをケース 。ス タデ ィとして取 り上
げ、フ ァン ・ラー ンによって提唱 された文献計量学的 デー タの マ ッピングが 、様 々な科学技術
分野間の相互関係を説得 力をもって明示 で きるこ とを示 した。
4。清家
清家 は、日米 の経営上の アプローチ を比較 し、問題 を理解す る新 しい方法 として フ ァジー ・
デルフ ァイ法を提唱 した 。
5.シ リリ
シリリは、包括 的な科学技術測定 システ ムでは経済 的、社会 的文脈が重要 であ り、機械的な
アプローチは避 けな けれ ばならないこ とを強調 した。
公的政策
1。アンチ ョドギー
アンチ ョドギー は、スーパー コンピュー タを例 にと り、国および企業 制度 にお ける日米 間の
構造的差異 はもはや無視で きない と主張 した 。日本の様々な国家 プロジェク トや系列 のよ うな
体制 は、自由競争 を支持す るのではな く歪 め る形 で働いて きている。
2.ク リス トロー カス
ク リス トロー カスは、地域の再活性化が強調 されてい るにもかかわ らず 、日本 の生産体制は、
あ る程度 まだ首都圏 を中心に構成 されてい ると示 唆 した。
3。権 田
権田は、地域科学技術政策 に関 して 、地域R&D活 動 における産業立地政策を分析 し、地域
の研究 開発 の重点が応用研究か ら基礎研究へ移行 しつつあることを発見 した。また、生活 の質
の役割の重要性 を強調 した 。
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4。何
何 は、日本の国際競争力に係 る優位性について議論 した 。特 に輸出指向型産業の 「自己需要
プル、供給 プ ッシュ」 ダイナ ミックスおよび国内市場指向型産業の 「自給 自足」 ダイナ ミック
スを強調 した。
5.ウ ィー レンブロック
ウ ィー レンブ ロックは 、理想的 なエ ンジニアの教育および就業後の啓発の い くつかの特徴 を
明らか にした。製造工程 との類似性および三次元 モデルについて検 討 し、 どの国において も理
想的な特徴 を全て備 える教育 システムは見 いだせない としてい る。
技術革新 プロセス
1。 コ日工 ン
コー エンは古 くか らあるシ ュンペー ター の仮定を問題 に し、新 しいアプローチを提案 した。
中小企業 が多数存在 す る場合 、相互補完的で多様なア プローチを示 す傾向があ る。他方 、大企
業 は素早 く成果 を享受 す るこ とによって、足速の技術進歩 をもた らす 。
2。 グル ップ
グル ップは、科学 に基礎 を置 く技術 の発展 に循 環的な性質を見いだす ことによ って 、Sカ ー
ブとい うも う一つの通説 に疑問を投 げかけた。この類 の技術は 、それぞれ実現段階 と商業化段
階に対応す る技術変化量 の2つ の ピー クを持 ってい る。
3。 ピックス
ピ ックスの示 した 日本 の産業の研究 開発の成果 に関す る学術論文 の文献計量学的 デー タは 、
日本の科学技術 システムを紋切 り型 のただ乗 り論 に対 して強 く擁護 してい る。研究対 象 とな っ
た会社 が大学をは じめ国 内の知識源 に依存 す る度合 いは大 きい。
4.弘 岡
重要技術の普及 サイクルに注 目した弘岡は 、景気循環 と比較 するために、技術革新 サイ クル
の クラス ターの長 さを正確に測定 しよ うとした。
5。 キ ャッシュ
キ ャッシュは、そのシステム的 な性質に応 じて技術発展 のパ タンに相違 があることを強調 し
た。複雑な技術 を使用す る産業で は、下部 システムの相互作用 が技術革新 を生み出す 。この タ
イプの産業 が国際貿易 において支配的 にな っている現状では、アメ リカは製造業 を復活 させ る
ためにこの相互作用 を促進す るよ うな組織 的能力 を育成 しなければな らない。
6。児玉
児玉 は、キ ャ ッシュの言 う複雑 な技術に適 したシステムの組織を 、産業側 のイニ シアテ ィブ
で実現 した事例 につ いて語 った 。日本の 自動車産業 を例 として取 り上げ、製造の技能 は大企業
と中小企業 の間で、その安定 した関係 を通 じて移転 され ると述べた 。
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国際化
1。ブルーム
ブルームは、El本に対す る米国製造業の直接投 資 とそれ に関連 した研究開発設備へ の投資の
増加が 、米国で見落 とされが ちであ ることを説明 した。日米間の クロス投資間の差異 は顕著 な
ものがあ る。つ ま り、日本 に対す る米国の直接投 資は成功 してい るが、米国に対 す る日本 の直
接投資 は複雑 な問題を含 んでい る。
2.カ マー ゴ
カマーゴは、子会社 の経営者 と多国籍企業 の本社の意見 とを考慮 した上で 、日本国 内の米国
籍企業の多 くは成功 している とした 。また、在 日多国籍企業が世界に貢献す るためには、その
研究開発者 の質の向上 が望 まれ ると提言 した。
8。 リュウ
リ謀ウは、科学技術 における国際相互援助 は国際協調 をもたらして きた と主張 した 。この認
識 をもとに 、中国 は二国間 、多国間 、国家 間および民 間ベースの科学 的な協力を世界 的に行 う
つ も りであ ると述べ た。
4。 シガー ドソン
シガー ドソンは、企業を知識の生産者および管理者 としてみる必要 がある と述べた 。R&D
の国際化は 、国 内市場の規模 、産業の種類 、企業戦略 と国家介入の形態 に依存す るとした 。
R&D戦 略
、?
?
〉、
1.ゴー ドン
ゴー ドンは、線形 モデル と漸増 モデルを説 明 した後 、アメリカ半導体産業の ケースか ら第3
のモデル 「社会 ・組織的 モデル」 を提言 した 。
2。桑原
桑原 は、グn-一バ ル化 と技術進歩の フレームの下 、グローバルR&Dマ ネー ジメン トのため
の新 コンセプ トを提案 した。この コンセプ トにおいて 、現 在のR&Dマ ネー ジメン ト・システ
ムを改善す る2つ の方向性を示す もの として 「包括的 一相 互作用性」 とr透 明性」が提言 され
た。
8。 モー り一
モ・一}」一 は、RISCコ ンビ」。・一タ ・アーキテ クチ ャーの開発 と商業化の例 を用い なが ら、
革新 的企業が そのR&D商 業化 プロセスを通 じて市場 を支配す る設計を獲得す るための企 業戦
略について論 じた。
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4。馬場
馬場 と野 中は、金型産業 の事例研究 を通 して、日本企業の知識 マネジメン ト・モデルに迫 っ
た 。そ して、マン ・マシンの相互作用 を通 じる知識創 出に関す る新 しい見方を探究 した。
5.竹 内
竹内は、 日本の 「技術 的 コングロマ リッ ト」 とい う新 しい現象に関 して 、企業 の技術戦略 に
お けるこうした変化 の新 たな証拠 を提示 し、その動機 や利点 、将来 的な見通 しについて明 らか
に した ◇
科学技術に係る最近の動き
A。 一 般
1。ベ ッヒャー
ベ ッヒャー は国際 的な比較 に有用 な科学技術政策 の新 しい分類法 を提案 した。 ドイツの場合 、
科 学技術政策は普及指 向から基礎研究指向へ 、規 制 と資金のサポー トか ら協同組合や技術 セ ン
ターの設置へ と変化 して きた。
2。 ヒル
ヒルは大学の研究文化 に対す る商業利益 の浸透 に対 して懸念 を表 明 した。 「ニ ュー ・ロー カ
リズム」 と呼ばれ る状況 においては、大学は企業 の有す るノウハ ウに対す るア クセスが不 可能
にな った。大学は二 次的な地位 に落 としめ られ、地球社会へ向けてのヴ ィジ ョンを喪失 した 。
3。 ミラー
ミラー によれば 、科学技術政策 に対す る関心 と科学 的な語彙に対す る認識の両方が高ければ 、
よ り正確 で実質的な意見 が形成 される とい う。しか しなが ら、ア メリカにおいても他の主要な
工業国 において も、科学 的語彙に対す る認識の低 さは許容限度 を越 えてい る。
4。長 浜
科学技術 に対す る態度 は国家 間、世代間 、時間の経過 に応 じて異 なる。長浜 は科学 技術 を導
入 した歴史や 、個人 的自由 と社会 的連帯に対 す る態度 、社 会の コンセンサスを形成す る政治過
程 によ って影響を受 けるか もしれ ない と考 える。
B。 環 境
5。加藤
加藤 は世界環境 に負担の大 きい石炭への依存 を深 めてい るア ジア諸国のエネル ギー消費 につ
いて調査 した。大気汚染 の主な原因 はエネル ギー変換 セクターからの排気 であ り、状況は発電
におけ るエネルギー効率 を向上 させ ることに よって改善 され る。
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6。樹下
樹下 は、世界環境 を コン トロールす る技術 についての戦略を うち立 てる上 で 、全体論的 なア
プローチを取 った 。資源配分は トー タルな意味での費用対効果を基礎 に置かな けれ ばならず 、
効率だ けではな くて衡平 や環境 、エネルギー安全保障 、それに地域紛争 まで勘案す る必要があ
る。
7e森
森は、将来の不確実 な事件について起 こ り得 るシナ リオを組 み込 んだ、新 しい簡潔 なモデル
を開発 した。シ ミュレーシ ョンの結果 は、コジェネレー シ ョンが最良 の選択肢 ではないことを
示 した。また炭素税 は 、効率的なエネルギー ・システムに対す る補助金 よ り劣 ることも分か っ
た 。
結び
コンファレンスで発表 され た論文 は、学者 、企業人 、および政策立案者の見解 を含む ため 、必然
的 に学 際的になる。この学際 的な性質 は、問題 点を様々 な角度 か ら検討す るのに適 してい る。それ
で は、果 た して疑問はすべ て解消 され たのであ ろうか?答 は多分Noで あ ろう。 とにか く、問題
点を構成す る要素の多様性 や複雑 さを鑑みれば 、すべ ての問題 を解決す ることは最初か ら期待 され
ていなかったのか もしれ ない。しか し、この多様性 や複雑 さこそ、 この コンファレンスにi提出 され
た論文 によって はっきりと示 された事実であ る。
それ でも、一 般的な結論 は導 き出す ことがで きる。すなわち 、我々は その長 さを予測す ることが
難 しい転換期の真只 中にいる。時代 はこの分野 に対す るよ り一層 の研究 を求 めている。
ン' H.最 終 日の3月11日 には、ラウン ドテー ブル ・デ ィス カッシ ョンを行 った。この ラウン ドテー
ブル ・デ ィスカ ッシ ョンでは、 ドン ・キ ャッシュと植之原道行 が司会を行 った。野中郁次郎が2日
間の発表の全体 報告 を行 った後 、デ ビッ ト・クレイグ、近籐次郎 、 ピー ター ・ニ コル ソン、岡村総
吾 が冒頭 ス ピーチを行 った。
クレイグは、オース トラリアの科学技術 の現状 について紹介 した後 、グローバル環境問題解決 の
ために科学技術政策 が果 たすべ き役割 に触 れた。
返墜 は、科学技術会議第18号 答 申を紹 介す るとともに 、答 申実施に係 る我が国の施策 の例 を述
べ た。
ニ コルソンは、政治 ・経済 と科学技術 との関連 が、国際的に益々緊密にな りつつあ る旨をい くつ
かの事例 を引用 して述べ た。
岡村 は・日本 の技術 開発 の世界への貢献 について、資金的貢献 よ りも人的貢献 が必要で あること、
冷戦後 の軍事産業の民生産業への転換 に関 し、第二次大戦後の 日本 の経験を分析 ・公表す ることが
重要であ ることなどを述べ た。
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H.次 に、全体討論 に移 り、以下 のような議論が なされた 。今 回の コンファレンスにおいてはグロ
ーバルな視 野の下 、科学技術政策 の新たな展望 をめざ し、各国 の専門家 が様々 なパ ラダイム、モデ
ル、アプローチ等 を提示 して くれ た。野中の全体報告 にもあ るよ うに、これによって様々な疑 問に
ついて答が得 られたわけではないだろ う。一方 、人類が これ まで直面 したことがない ほど、科学技
術 によ り根本的変革 が生 じつつあ る時代にあ って、人々の相互理解 を促 進 し、世界 を理解 するよ う
努力す るこ とが政治 的にも社会的にも極めて重要 にな って きている。世界は新 しい台本を必要 とし
てい る。か かる時代 において 、我 々は個々の分野 において共通 の概念 を確立 し、それ を拡大す るよ
う努 めてい くことが重要であ る◇
最後 に村上健一が科学技術政策研究所を代表 して、全ての参加者 、後援団体等 にコンフ ァレンス
の成功 について感謝 を述べ た。なお 、次回の コンファレンスの開催 につ いては五輪開催年 で どうか
とい う意 向を表明す るとともに、コンフ ァレンスが開催 されない年 には地方公共団体等の協力 を得
て 、日本 の地方において ワー クシ ョップを開催 す ることも一案であ る旨の意 向を述べ た。
その他 、3月9日(月)及 び10日(火)の 夜 に 、野 中郁次郎及 び今井隆吉両氏 によ り、それ ぞれ
「知識創造企業」及び 「軍備管理 と軍縮」の演題 の下 にナ イ トトー クスが行われ 、延べ約80名 が
参加し活発な議論がなされた。
(第3調査研究 グルー プ)
2e最 近 の動 き/CurrentTepics
◎研究会等/ResearchMeetings
O「 科学技術 に関す る社会意識調査研究委員会」(第6回)が2月25日に開催 され 、平成2年度 、3
年度の2年間にわたって実施 して きたパイ ロッ ト調査 及び本調査結果の取 りまとめについて、事務
局 レポー トに基づ き検討 が行われた。
○第4回国際 コンファレンス ・プログラム企画委員会が2月27日に開催 され 、プログ ラムの構成 に
ついて、最終的な検討が行われ た。
s〆
◎ 主 要 来 訪 者 一・dit/ForeignVisitorstoNISTEP
2/7(金)Dr.MargrietTheron(ニュー ジー ラ ン ド研 究 ・科 学技 術 者 科 学 評価 部 長)
3/16(月)Dr.DongJinsheng(中国 国家 科 学 技 術委 員会 科 技 体 制 ・管 理 研 究 所長)
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◎講 演 会 等/LecturesatNISTEP
大学 における基礎研究 に対す る取 り組み方について
2/21(金)宮本健郎(東 京大学理学部物理学教室教授)
/26(水)小林久志(プ リンス トン大学教授)
3/4(水)大 師堂経 明(早 稲田大学教育学 部教授)
3。 海 外 だ よ り/Overs㈱sBrief
?
?
? イン ドネ シアの科学技術政策 とハ ビビ大 臣 一その2一
インドネシア研究技術大臣付科学技術顧問 尾藤 隆
(2)ハ ビビ大 臣の職務
ハ ビビ大 臣の現在 の主 な職務は次の とお りであ る。
ア 。研究 ⑨技術担当大臣(事 務局:RISTEK)
政府全体 の研究開発 の調整
スル ポン科学技術研究 センター(PUSPIPTEK)の建設運営
5つ の独立研究開発機 関の長の任命:LIPI(イン ドネシア科学院)
BATAN(国家原子 力庁)
LAPAN(国家航空宇宙庁)
BAKeSURTANAL(国家地理調査調整庁=国 土 地理院)
イ 。BPPT長 官
技徳 の評価 、採択 、応用の実施 を通 じて、国家長期 開発計画を促進す る。
(技術政策 の立案 、推進 。研究 開発計画各省調整 。技術導入認可 。政府 、地方 、民 間へ
の技 術的助言や技 術移転 。人材 育成 。研究開発の実施 。)(各 種政府審議会や省庁 間委
員会 の メンバー 。政府 が行 う契 約の拒否権 。等)
ウ.BPIS(戦 略企i業庁)長 官兼3社 の社長(後 述)
エeBIDA(バ タム産業開発公社)総 裁
シンガポールの対岸にあ るバ タム島を 、輸 出産業や観光基地 として共 同で開発 。
(8)国家 開発五 カ年計画(レ ペ リタ)
イ ン ドネシアの五 カ年計画は 、一貫 して経済成長路線 を踏襲 してお り、その申に経済活動
の具体 的 シナ リオが織 り込 まれてい る。第1次 計画 の時 から、バ ークレイeマ フィア と呼ば
れ る米国留学帰 りのエ コユ ミス ト(官僚)の グルー プによって起草 され 、政治 的考慮 か ら離
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れた中立 な立場を以て作成 されてい る為 、世界経済 の現実 との整合性が比較的 とれ てい ると
評価 され てい る。
ハ ビビ大 臣の帰国の頃のイン ドネシアは、オイル ブー ム下の経済成長 を享受 していた。輸
入代替政策 の下で国有企業 は保護 されていた。1983年に始 まる逆 オイルシ ョックは 、それ ま
での政府主導 による工業化政策の抜本 的見直 しを強い る事 となった。同年の閣僚再 編でバー
クレイ ・マフ ィアグルー プ(第 二世代)が 登用 され 、石油 、ガス産品以外 の輸出促 進を 目指
し、諸々の規制緩和措置を導 いた第4次 五 カ年計画(84年4月か ら)の 策定作業 の中核を担 っ
た。計画期間中に於 ける、輸 出ブー ムや為替 の乱高下な どの国際経済の変動 に対す る迅速 な
対応 など、経済政策へ の評価は高 く、1988年の内閣再編では、計画推進の中心 である国家 開
発企画庁(BAPPENAS)(バペナス と呼ばれ る)の 実務型経済官僚 が、主要な経済官庁の要職
に配 され た。
89年4月か ら始 まった第5次 五 カ年計画の背景 には 、シンガポールの人 口に匹敵す る毎年 の
新規労働 力に対す る雇用機会の確保 とい う問題意識 があ り、同計画 では、民活主導 による雇
用の増大 と経済成長の維持 を政策の中心 として初めて取 り入れた 。ラデ ィウス調整大 臣を頂
点 とす る経済官僚 、特にバペナ スの影響力 は近年 とみに強 くな り、例 えば、農 業分野 に関す
る日本か らのODAプ ロジェク トは 、かつては農業省の担 当総局 と日本政府 との間で合意 し
たものがほぼ正式 なもの となったが 、現在 は、バペ ナスの意 向が強 く反映 されて プロジェク
トが決め られてい る。また昨年 頃か ら、バペナスが重要 と考 える施策の中には、バペナスの
直接指導で運営 され る様相 の プロジ ェク トも出てきたといわれ ている。
ハ ビビ大 臣の経営す るIPTNは 、毎年 、多額 の政府投資を必要 として きた赤字国営企業 で
あ り、バペナスの立場か らは問題視 され る存在 である。ハ ビビ大 臣の任務 は工業化早期実現
であ り、 これ はバペナスの考 えを反映す る五 カ年計画の意図する ところでもある。長期 戦略
の政府 内に於 けるコンセンサスを築 いてい く過程 で解決 しな ければならない課題で ある。現
在政 府内で 、第5次 五 カ年計画 の終 わる1994年以降 の25年 間を見据 えた長期計画が検 討 さ
れてい る。
(4)ハ ビビ大 臣の技術政策 とBPIS(戦 略企業庁)
94年3月の計画終 了期限 までに経済発展のための基礎作 りを行 うとすれば、赤字企業 の多 い
政府系の会社 の改革が急 がれる。1983年、政府系企業の運営管理改善 を検討す るため、ハ ビ
ビ大 臣を議長 とし、工業 、国防 、観光都電 、官房 、陸軍 な どの各省庁 の代表を メンバー とす
る委員会が組織 され た。検討 の結果 は、その年 の国家政策 ガイ ドライ ンに盛 り込 まれ、"国
防、戦略 的機器は国 内で生産 されるべ き"と の政府方針が打 ち出 された 。一方 、ハ ビビ大 臣
は 、技術政策 に当た っての基本認識 として次の ように述べてい る。
*技 術 は教科書 によ って修得で きず、実際に使 って初 めて移転 で き開発で きる。
*い かなる国 も必要 な技術の純輸 入国 として は生存 で きない 。
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*技術 発展国 になろうとす る全ての国 は、初期の段階か ら国際競争力を身 に付 けるまで 、
ひたす ら技術 的成長 を図 らなければな らない。
*国 家 ・社会 のニーズ上 の具体的課題 と直接 関わ る事 に依 って 、技術の生存 と発展が可能 。
*国 家の建設 に必要な科学技術 について、教育 と訓練 が重要 。
1989年、以上の経緯 と考 えに基づ きBPIS(直 訳すれば、"戦 略企業経営庁")が 設立
され 、ハ ビビ大 臣が長官に就任 した 。BPISは 、選定 された10の企業に対 して各省庁 が持
って いた株主権や管轄権を引継 ぎ、各企業 の生産性 、効 率、技術の向上を総合的に推進 す る
責任 を持つ。
?
?
(5)国 家 研 究 諮 問委 員 会(DRN)と 科 学 ア カデ ミー(AIPD
大 臣 に な った初 期 の 頃 、国 内 トップの科 学 者 、技 術者 を集 め 、研 究 開発 の進 め 方 につ い て
検 討 した事 が あ る 。 その結 論 の一 つ が今 で も よ く引 用 され る"国 家研 究 マ トリ ック ス"で あ
る。横軸 に 、BasicHumanNeeds,天然資 源 とエ ネル ギ 一ー、工 業 化 、国 防及 び社 会 ・経済 ・文
化 の5つ を置 き、縦 軸 に 、陸 、海 、大気 と宇宙 、環 境 の4つ を置 いて 、出来 た マ トリ ックス
の中 に実 施 すべ き研 究 開発 テー マ を埋 め た 一覧 表 で あ る 。 この時 の検 討 チー ム を中 心 に して 、
1984年、ハ ビ ビ大 臣 の諮 問機 関 で あ る国家 研究 諮 問 委員 会(DRN)が 設 立 され た 。 メ ンバ
ー60人で 、大 臣 を委 員 長 と し 、バ ペ ナ ス へ 提 出す る国家 計画 案 を 作成 す る こ とも一一つ の任 務
と してい る 。実 績 の一 つ と して 、昨 年 の11月に発 足 した イ ン ドネ シ ア科学 ア カデ ミー(AI
PI)の 設立 が あ る 。EngineeringScience,MedicalScience,SocialScience,Basic
Science,Cultureの5部門 、発足 時27人で 構成 され た 。大 臣 は 、工 学 部 門 の委 員 長 で あ り、
同部 門 にはLIPI長官 も含 まれ て い る 。RISTEK(大臣 事務 局)の 長 と大 臣顧 問 の 一 人 も基 礎 科
学 部 門の メ ンバ ー に選 ばれ て い る 。(お わ り)
(筆者 は 、1989年6月よ り91年5月迄 、当研 究 所 の 総務 研 究 官 に 就任)
4。 その 他/OtherTopics
◎海外出張報告
○ 「技術管理に関す る国際会議等」出席報告 丹羽 冨士雄
今回の出張 では、まずThirdIntem3tionalConferenceonManagementofTechnologyに出
席 した。この国際会議 は4年前 に第1回が開催 され、以後2年毎 に開催 されてい る。技術管理に関す
る世界で初めての国際会議 として有名で あり、毎 回各国か ら多数の専門家 が参加 してい る。 日本
か らも毎年数名の参加者 を数え、今 回は20カ国か ら400名以上 の専門家が参加 し、2月17日か ら21日
の5日間 にわたって会議が開かれ た。主催者 はMiami大学で 、会議のテー マは技術管理で あるが 、
提出 され る論文のテー マは幅広 い 。
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な お 、3回 の実 績 を 踏 まえて 、Internationa1.AssociationforManagentofTechnology(IAMT)
が設 立 され る こ とに な っ た 。筆 者 は 、科 学技 術 政 策 分 科 会 の 司会 を務 め 、研 究 開発 マ ネ ジ メ ン ト
分科 会 でr研 究 開発 人 材 の活 性化 」 に関 す る研 究 を発 表 し、IAMTの設 立 メ ンバ"'・-IU名を 連 ね た 。
また 、Vanderbilt大学 のUS-JapanProgramで研 究 開発 の多 様 化 に 関 して 講 義 した 。
○米国の基礎研究評価方法 の調査 松 田 正敏
松田主任研究官(第2研 究 グルー プ)は 平成4年2月17日か ら同24日まで 、米国の基礎研究評価方
法 の調査のためにワシン トンとボス トンに出張 した 。
基礎研究の組織で は、マ ネー ジャが個 々の研究を理解 し評価す ることが困難であ るため、専門
家 同士が評価をす るシステム(ピ アレビュー システム)が 有効で あるとされてい る。そ こで 、今
回は資金配分のための ピアレビュー システムに実績のあ る米 国に出張 し調査 を した。訪 問 した機
関は ワシン トンの国立科学財団(NSF)と 国立衛生院(NIH)お よび ボス トンの ノースイー
スタン大学で ある。
基礎研究評価の基本 はや は りピアレビューで あるとの思い を強 くした。また、この評価方法 が
これ までの米国の基礎研究 の発展に貢献 して お り、今後 もさらに オープンで公正 な評価 にす るよ
う努力が続け られ るで あろ うと感 じた 。
?
?
?
科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
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